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 は じ め に
フランスにおいては，EU（ヨーロッパ連合）で指定されている IFRS（国際
財務報告基準）に準拠した連結財務諸表の作成は，規制市場（Eurolist）に上
場されている企業については強制されているが，上場されていない企業につい
ては任意である。当該 IFRSに準拠した連結財務諸表の作成を選択しない非上
場企業には，フランス商法および CRC（会計規制委員会）規則第９９－０２号が
適用される。
フランス企業は，連結財務諸表を商法，特に商法・法第２３３条の１６－第２３３
条の２６および同規則第２３３条の３－第２３３条の１６に準拠した基準および方法
にしたがって作成しなければならない。IFRSに準拠した連結財務諸表の作成
を選択しないフランス非上場企業の連結財務諸表は，年次財務諸表に対する連
結財務諸表に固有の特性から生じる必要な修正を考慮して，商法上の会計原則
および評価基準にしたがって作成されなければならない（商法・法第２３３条の
２２）。このことは，「連結財務諸表は，連結に関して企業集団によって定められ
た方法にしたがって，かつ，個別財務諸表に関して商法によって付与された選
択権，特に連結財務諸表に関して商法・法第２３３条の２３および商法・規則第
２３３条の１０によって付与された選択権を含むフランス規則に準拠して作成」さ
れなければならないと規定する CRC規則第９９－０２号（第３００項）によって再
確認されている。
本稿は，IFRSに準拠して連結財務諸表を作成することを選択しないフラン
スの非上場企業がフランス会計基準に準拠して連結財務諸表を作成するときに
遵守しなければならない連結一般原則および連結一般基準に関して，フランス
会計基準の現状とその特徴を明らかにしようとするものである。
 連結一般原則
フランスにおいては，連結一般原則（連結財務諸表作成における一般原則）
として，特に連結財務諸表に固有の真実かつ公正な概観の原則（principe
d’image fidèle），会計方法同一性の原則（principe d’homogénéité des méthodes
comptables）および重要性の原則（principe d’importance relative）が挙げられて
いる。
１ 真実かつ公正な概観の原則
連結財務諸表に関する商法の規定にしたがって，連結財務諸表は，正規か
つ誠実（régulier et sincère）であり，連結の範囲に含まれる企業から構成され
る企業集団の財産，財務および損益の状況につき真実かつ公正な概観（une
image fidèle）を提示しなければならず（商法・法第２３３条の２１），個別財務
諸表に対する連結財務諸表に固有の特性から生じる必要な修正を考慮して，商
法上の一般会計原則（および評価基準）にしたがって作成されなければならな
い（商法・法第２３３条の２２）。
商法（および PCG（プラン・コンプタブル・ジェネラル））では，真実かつ
公正な概観を遵守するために，個別財務諸表の基礎となる一般会計原則とし
て，継続企業の前提，取得原価主義（再評価に関する例外を除く），慎重性（保
守主義）の原則，会計方法継続性の原則，貸借対照表継続性（同一性）の原則
等が定められている（商法・法第１２３条の１７－第１２３条の２１並びに PCG第
１２０条の１－第１２０条の４，第１３０条の２および第１３０条の５等）。CRC規則
第９９－０２号では，連結財務諸表を作成するときにこれら一般会計原則が遵守さ
れなければならないことを規定し（第２０１項），当該一般会計原則の適用に際
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して連結財務情報に割り当てられた目的の特性を考慮に入れる必要性を強調
（第３００項）した上で，連結財務諸表に固有の真実かつ公正な概観が定められ
ている。１）
しかし，会計規定を適用することによって連結の範囲に含まれる企業から構
成される企業集団の財産，財務および損益の状況に関する真実かつ公正な概観
を提示することができないときには，商法・法第１２３条の１４が適用されなけ
ればならない（商法・法第２３３条の２１）。すなわち，
 会計規定の適用が真実かつ公正な概観を提示するために十分でないとき
には，連結財務諸表附属説明書（連結注記事項または連結注記表）に追加
情報を記載しなければならない（商法・法第１２３条の１４第２パラグラ
フ）。
 例外的な場合に会計規定の適用が真実かつ公正な概観を提示するために
不適切であることが明らかになるときには，当該会計規定から離脱しなけ
ればならない。当該離脱については，連結財務諸表附属説明書にその旨お
よびその理由並びに連結の範囲に含まれる企業から構成される企業集団の
財産，財務および損益の状況に及ぼす影響を記載しなければならない（同
第３パラグラフ）。
「例外的な場合」は，個別財務諸表の場合と同様に解されなければならない。
その結果，実務上，当該離脱は非常に限定された場合にしか行うことができな
いこととなる。２）例えば，企業集団の連結財務諸表構造（活動）と非常に異なる
個別財務諸表構造（活動）を示す被支配企業を全部連結する場合でも，適切な
部門別（セグメント）情報が提供されるときには，真実かつ公正な概観が提示
されうる（CRC規則第９９－０２号第２００項）。
真実かつ公正な概観の概念は，財務情報に割り当てられた目的と密接に関連
づけられている。CRC規則第９９－０２号（第３００項）では，連結財務諸表は，
連結に固有の特性および連結財務諸表に固有の財務情報の目的（形式よりも実
質の優先（substance over form），費用収益の対応，税法の適用だけのために行
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われた記入の影響の消去）を考慮して，連結の範囲に含まれる企業によって形
成される企業集団に関する同一の表示（représentation homogène）を提供する
ことを目的とすると規定されている。
このように，CRC規則第９９－０２号は，企業集団の状況に関して真実かつ公
正な概観を提示するために，前記個別財務諸表の基礎となる原則に加えて，連
結財務諸表に適用されなければならない原則として形式よりも実質の優先の
原則（principe de prédominance de la substance sur l’apparence），費用収益対
応の原則（principe de rattachement des charges aux produits）および税法の適
用だけのために行われた記入の影響の消去を挙げている。これらの原則は，連
結財務諸表と個別財務諸表との間での自立性（autonomie）の基本原則として
位置づけられている。３）ここでは，連結財務諸表に固有の真実かつ公正な概観の
原則に組み込まれている４）上記３原則のうち形式よりも実質の優先の原則と
費用収益対応の原則のみを取り上げたい（税法の適用だけのために行われ
た記入の影響の消去については，後述する「個別財務諸表の再処理」を参照）。
 形式よりも実質の優先の原則
形式よりも実質の優先の原則にしたがって，取引その他の事象は，単に法的
形式にしたがうのではなく，その実質と経済的実態に即して会計処理され表示
されることが必要である。５）
形式よりも実質の優先の原則は，CRC規則第９９－０２号では，法的形式にか
かわらず，公正価値（juste valeur）によるすべての取得（acquisition）の会計
処理（第２１項），特別目的事業体（entité ad hoc）の処理（第１００５２項），ファ
イナンス・リース（location-financement）契約終了後の譲渡（第３００項）といっ
た特別な状況で用いられている。さらに，形式よりも実質の優先の原則の適用
は，例えば，財務的便益を享受する条件がある場合の債権および債務の割引計
算（actualisation），資産の取得原価（coût d’entrée）の割引計算（第２１０項に定
められている被連結資本参加証券の割引計算のみ）等に拡大されうる。６）
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 費用収益対応の原則
実務上，費用収益対応の原則にしたがって，当該期間費用を分析し，個別財
務諸表において行われている処理にかかわらず，対応する収益が当該期間に計
上されるか否かにしたがって，当該期間以後に費用を対応させることが必要で
ある。７）
２ 会計方法同一性の原則
連結される企業の資産，負債，費用および収益の項目は，当該企業集団内で
同一の方法（méthodes homogènes）によって評価および表示されなければなら
ない（商法・法第２３３条の２２，同規則第２３３条の８および CRC規則第９９－０２
号第２０１項）。
会計方法同一性の原則は，ある状況が複数の連結される企業において同様
に（de façon similaire）生じる場合に（CRC規則第９９－０２号第３０１項），関係
する国にかかわらず（同第３０１項），親企業による被連結企業に対する支配
または影響力の性格にかかわらず（同第２８０項，第２９０項および第３００項），
適用されなければならない。ここでは，これらのうち会計方法同一性の原則が
ある状況が複数の連結される企業において同様に生じる場合に適用されるケ
ースと親企業による被連結企業に対する支配または影響力の性格にかかわら
ず適用されるケースのみを取り上げたい（関係する国にかかわらず適用され
るケースについては，後述する「地理的所在に係る特殊性の考慮」を参照）。
 ある状況が複数の連結される企業において同様に生じる場合に会計方法
同一性の原則が適用されるケース
CRC規則第９９－０２号では「同様の状況」の概念に関する説明はないが，
例えば，一定数の被連結企業で LIFO（後入先出）法が棚卸資産の原価配
分方法である場合またはすべての被連結企業の棚卸資産に LIFO法が同一
に適用されうる場合には，企業集団は LIFO法を用いることができる。８）
 親企業による被連結企業に対する支配または影響力の性格にかかわらず
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会計方法同一性の原則が適用されるケース
CRC規則第９９－０２号は，会計方法同一性の原則が排他的支配下に存す
る企業（第３００項）のみならず，共同支配下に存する企業（第２８０項）お
よび重要な影響力下に存する企業（第２９０項）にも適用されることを定め
ている。ただし，重要な影響力下に存する企業については，重要性の原則
も適用される（CRC規則第９９－０２号第２９０項）。
連結財務諸表においては，会計方法同一性の原則の適用は，被連結企業の個
別財務諸表における優先的処理方法（méthode préférentielle）が連結財務諸表
において採用されないときには，当該優先的処理方法の適用よりも優先され
る。９）したがって，連結される企業が個別財務諸表において当該企業が属する企
業集団の連結財務諸表の作成のために採用されない優先的処理方法を適用して
いるときには，当該企業の個別財務諸表は，個別財務諸表における優先的処理
方法の適用の影響を消去し，当該企業の個別財務諸表を連結財務諸表において
採用される方法によって同一化するために，連結に先立って再処理（retraite-
ment）されなければならない。実務上，企業集団は，企業集団内で部分的に
適用されている個別財務諸表における優先的処理方法による処理を連結財務諸
表レベルにおいて再処理する方法と企業集団の方法として連結財務諸表にお
ける優先的処理方法を個別財務諸表においても採用する方法のいずれかを選択
することとなる。１０）
また，会計方法同一性の原則は，活動部門に係る特殊性および地理的所在に
係る特殊性を考慮して適用されなければならない。
 活動部門に係る特殊性の考慮
企業集団の主たる活動部門と異なる部門に属する企業が，当該異なる活動に
固有の法律規則を考慮して，個別財務諸表において当該部門に特有の会計規則
を適用するときには，当該会計規則による処理は，その処理が CRC規則第９９
－０２号（第３００項第１パラグラフ）に定める一般原則（特に形式よりも実質の
優先の原則および費用収益対応の原則）に準拠している限り，連結財務諸表レ
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ベルにおいて保持されなければならない（CRC規則第９９－０２号第３０１項）。CRC
規則第９９－０２号（第３０１項）では会計方法同一性の原則の適用に関して企業集
団の主たる活動部門と異なる活動部門の概念は定められていないが，当該異な
る活動部門の概念は特に主として製造企業および商事企業から構成される企業
集団に属する金融子企業・関連企業または保険子企業・関連企業の場合を対象
としている。１１）
CRC規則第９９－０２号では「固有の法律規則」に関する説明がないため，活
動部門に特有の会計規則による処理を特別法規則によって規定されている会
計処理と活動部門に特有ではない会計処理の２つに区別して検討する必要が
ある。１２）
 特別法規則によって規定されている会計処理
活動部門に特有で，当該活動部門の特別法規則によって定められている
会計方法は，連結財務諸表レベルにおいて保持されなければならない特別
法規則による会計方法とみなされる。
例えば，金融子企業の場合には，有価証券の会計処理に関する CRB
（銀行規制委員会）規則第９０－０１号にしたがって個別財務諸表において時
価評価されている有価証券，および，保険子企業の場合には，個別財務
諸表において計上されている保険業法上の引当金（provisions techniques）
は，製造企業および商事企業の連結財務諸表レベルにおいて再処理されて
はならない。
 活動部門に特有ではない会計処理
活動部門に特有ではない会計処理（繰延税金，取得，退職給付引当金等
の処理）に関しては，個別財務諸表と連結財務諸表に共通の一般原則およ
び方法が遵守されなければならず，そうでない場合には連結財務諸表レベ
ルにおいて再処理の対象とならなければならない。
しかし，製造企業集団および商事企業集団の再保険を行う子企業の個別財務
諸表において計上されている保険業法上の引当金は，当該子企業の活動（再保
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険）が企業集団内取引であるために，連結財務諸表レベルにおいて再処理され
なければならない。１３）
 地理的所在に係る特殊性の考慮
連結される企業が設立されている国にかかわらず，ある状況が複数の連結さ
れる企業において同様に生じる場合には，連結財務諸表において会計方法（会
計処理および評価基準）同一性の原則が適用されなければならない（CRC規
則第９９－０２号第３０１号）。
したがって，フランス製造企業集団および商事企業集団がフランスで子企業
を所有し，異なる会計規則を有する他の国でフランス子企業と同一活動部門に
属する在外子企業を所有する場合には，在外子企業の会計方法を同一活動部門
に属するフランス子企業の特有の会計方法に合わせるために，連結財務諸表レ
ベルにおいて同一性による再処理を行わなければならない。しかし，在外子企
業の会計処理において適用される特有の会計規則が，同様でない状況（例え
ば，契約による権利の性格が国によって異なる状況）の存在によって正当化さ
れる場合には，当該会計規則による処理は連結財務諸表レベルにおいて保持さ
れなければならない。１４）
３ 重要性の原則
連結財務諸表は，連結企業集団の財産，財務および損益の状況に関して重要
性を有するすべての情報を提供しなければならない（商法・法第２３３条の２２，
同規則第２３３条の８および同規則第２３３条の１４並びに CRC規則第９９－０２号第
２０１項）。
しかし，CRC規則第９９－０２号は，企業集団が重要性の基準値を定めること
ができる指標を提示していない。したがって，各企業集団は，自己の特性に基
づいて重要性の基準値を定めなければならない。また，重要性の原則は，量的
規準のみならず，質的規準も考慮して適用されなければならない。１５）
商法・法第２３３条の２２にしたがって，連結財務諸表に含まれる資産および
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負債の項目並びに費用および収益の項目は，必要な再処理が不相応な費用を伴
わず，連結財産，財務および損益の状況に無視できるほどの影響を及ぼさない
場合には，同一の方法によって評価されなければならない。評価，再処理およ
び内部損益の消去は，相対的重要性を考慮して行われなければならない（商
法・規則第２３３条の８および CRC規則第９９－０２号第２０１項）。特に，重要な影
響力下に存する持分法適用会社に関する再処理および消去はそれが重要性を有
する場合にのみ行われなければならず，情報はそれが重要性を有する場合にの
み提供されなければならない（CRC規則第９９－０２号第２９０項）。
 連 結 決 算 日
フランスにおいては，日本の連結一般基準（連結財務諸表作成における一般
基準）に相当するものとして，連結の範囲，連結決算日，会計方法の同一性を
挙げることができる。ここでは，連結決算日のみを取り上げる（会計方法の同
一性については，前述した「会計方法同一性の原則」を参照）。１６）
１ 連結決算日
CRC規則第９９－０２号（第２０２項）では，連結財務諸表に組み込まれるべき
財務諸表は一般に親企業の決算日である同一日にかつ同一期間に関して作成さ
れると規定されている。したがって，連結決算日は，一般に，親企業の決算日
である。
しかし，連結財務諸表附属説明書に理由を記載することを条件として，連結
財務諸表は親企業の決算日とは異なる日に作成することができる（商法・法第
２３３条の２５）。連結されるべき企業の大部分が親企業によって採用されている
決算日以外の日に事業年度を締め切るときには，連結決算日は個別財務諸表
に関して被連結企業の大部分によって採用されている決算日と個別財務諸表
に関して親企業によって採用されている決算日のいずれかである（CRC規則
第９９－０２号第２０２項）。
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２ 連結財務諸表に組み込まれる個別財務諸表の決算日
上述のように，連結財務諸表に組み込まれるべき個別財務諸表は，原則とし
て連結決算日にかつ同一会計期間に関して作成される。しかし，親企業または
被連結企業の個別財務諸表の決算日（個別決算日）は連結決算日と異なりうる
（CRC規則第９９－０２号第２０２項）。この決算日の相違は，次のいずれかから生
じうる。１７）
 被連結企業に特有の規則
例えば，フランスでは，金融機関は，銀行規則によって，上位親企業の
連結財務諸表が他の日に作成されるとしても，連結財務諸表を１２月３１日
に作成しなければならない。
 技術的または財務的理由
例えば，持株会社は，個別財務諸表において受取配当金を計上するため
に，個別財務諸表および連結財務諸表の決算日として，主要子企業および
関連企業の決算日よりも遅い日を選択することができる。
連結決算日と個別決算日が異なる場合，会計方法継続性の原則によって会計
期間の長さおよび決算日間の相違が毎期同一であることが要求されている。１８）
３ 連結決算日と個別決算日が相違する場合の処理
連結決算日と個別決算日が相違する場合，親企業または被連結企業の個別決
算日が連結決算日に対して前３カ月超であるか，前３カ月以内であるか，後で
あるかによって，決算日間の相違は異なって処理されなければならない。
 個別決算日が連結決算日の前３カ月を超えるケース
親企業または被連結企業の個別決算日が連結決算日の前３カ月を超えるとき
には，連結決算日の日付で作成される仮財務諸表（または中間財務諸表）
（comptes intérimaires）に基づいて連結が行われなければならない（商法・法第
２３３条の２５および CRC規則第９９－０２号第２０２項）。
この仮財務諸表は，正規の個別財務諸表と同一の条件で作成されたものでな
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ければならない。１９）また，仮財務諸表は，監査人または財務諸表の監査に責任
を有する職業専門家によって，監査されなければならない（商法・法第２３３条
の２５）。
 個別決算日が連結決算日の前３カ月以内のケース
親企業または被連結企業の個別決算日が連結決算日の前３カ月以内であると
きには，次のいずれかに基づいて連結が行われなければならない（CRC規則
第９９－０２号第２０２項）。
 連結決算日の日付で作成された仮財務諸表
 当該企業の個別決算日と連結決算日との間に生じた重要な取引を考慮し
た再処理後の個別財務諸表
親企業が上記に基づく連結を選択するときには，連結財務諸表附属説明書
に理由を記載することは要求されないし，仮財務諸表を作成する必要もない
（CRC規則第９９－０２号第２０２項）。
 個別決算日が連結決算日後のケース
親企業または被連結企業の個別決算日が連結決算日後であるときには，相違
が３カ月以内であっても，連結決算日の日付で作成された仮財務諸表に基づい
て連結が行われなければならない。
仮財務諸表を作成することができない場合には，当該企業は連結の範囲から
除外されなければならない。しかし，この場合の連結の範囲からの除外は，そ
の濫用を避けるために，例えば連結決算日直後の日に取得した子企業の第１次
連結のような例外的な場合に限定される必要がある。
仮財務諸表の監査手続きは，正規の個別財務諸表に適用される監査手続きと
同一でなければならない。２０）
 個別財務諸表の再処理
再処理とは，連結に先立って行われる個別財務諸表の修正をいう。連結され
る企業の個別財務諸表の再処理は，連結財務諸表に固有の特性を考慮しかつ同
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一性を確保するために，当該個別財務諸表において用いられている会計方法お
よび適用手続きと連結財務諸表において用いられる会計方法および適用手続き
との相違を会計記入によって修正することを目的としている。
個別財務諸表の再処理は，強制的再処理と選択的再処理に区別することがで
きる。
１ 強制的再処理
個別財務諸表の再処理が連結財産，財務および損益の状況に重要な影響を及
ぼす場合に強制的に行われるべき再処理としては，同一性による再処理，
個別財務諸表に及ぼす税法の適用のためのみに行われた記入の影響を消去する
ための再処理，個別財務諸表においては選択的であるが，連結財務諸表にお
いては強制的な評価方法を採用することによるその他の再処理等がある。２１）
 同一性による再処理
連結一般原則である会計方法同一性の原則は，連結に関して企業集団によっ
て定められた方法（活動部門に特有の方法を含む）に応じて適用されなければ
ならない。会計方法の同一性が個別財務諸表において直接的に得られないと
き，すなわち，連結の範囲に含まれる企業の個別財務諸表に関して採用されて
いる会計方法および適用手続きと連結財務諸表に関して採用される会計方法お
よび適用手続きとに相違が存するときには，再処理が連結に先立って行われな
ければならない（CRC規則第９９－０２号第２０１項）。この必要な再処理は，企業
集団によって行われなければならない。
例えば，連結される企業の個別財務諸表に計上されている「のれん」（fonds
commerciaux）は，連結財務諸表においてはいわゆる「連結のれん」（écarts
d’acquisition）と同一に扱われる。この結果，のれんは，連結貸借対照表に
おいて「連結のれん」（または「のれんおよび連結のれん」）という科目名で表
示され，個別財務諸表においては一般に非償却であるのに対して，連結財務
諸表レベルにおいては連結のれんについて採用される償却方法と同一の方法に
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よって償却されなければならず，場合によっては，連結財務諸表レベルにお
いて連結のれんについて採用される減損処理方法と同一の方法によって減損処
理されなければならない。２２）
 税法の適用のためのみに行われた記入の影響を消去するための再処理
連結財務諸表によって提示される概観を歪めないために，連結財務諸表レベ
ルにおいては，連結される企業が所在する国の専ら税法の適用のためのみに行
われた記入の個別財務諸表に及ぼす影響の消去，特に次の５つの再処理が行わ
れなければならない（商法・規則第２３３条の８第３号および CRC規則第９９－
０２号第３０３項）。
 乖離した減価償却額の消去
乖離した減価償却額は，減価償却に係る通常の目的（会計目的）に合致
しない減価償却額である（PCG第３２２条の２第２項）。したがって，乖離
した減価償却額は専ら税法上の恩恵を享受するために行われた減価償却額
と会計上の減価償却額との差額である。個別財務諸表において計上されて
いる乖離した減価償却額は，連結財務諸表レベルにおいては取り消されな
ければならない（CRC規則第９９－０２号第３０３項）。
 税法上の引当金の消去
税法上の引当金（provisions réglementées）は，引当金に係る通常の目的
に合致しない引当金である（PCG第３２２条の２第２項）。個別財務諸表に
おいて税法上の恩恵を享受するために計上されている引当金は，連結財務
諸表レベルにおいては取り消されなければならない（CRC規則第９９－０２
号第３０３項）。
 投資助成金の損益への戻し入れの修正
個別財務諸表においては，投資助成金は，受け取った事業年度の収益と
して処理されるか，自己資本（capitaux propres）に計上される（PCG第
３６２条の１）。したがって，投資助成金を固定資産の取得原価から控除す
る圧縮記帳は認められていない（PCG第３２１条の７）。自己資本に計上さ
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れた投資助成金は，取得した固定資産の減価償却と同じ速度で損益に戻し
入れられなければならないが，当該減価償却速度から乖離した税法上の減
価償却速度で損益に戻し入れることができる（PCG第３６２条の１）。
連結貸借対照表において，投資助成金は，自己資本に計上されるか，貸
方調整勘定（comptes de régularisation）（前受収益）に振り替えられなけれ
ばならない。２３）
連結貸借対照表における表示方法にかかわらず，投資助成金は，取得し
た固定資産の減価償却と同じ速度で，かつ，費用収益対応の原則を適用し
て，連結財務諸表レベルにおいて損益に戻し入れられなければならない。
したがって，個別財務諸表において投資助成金が即時収益処理されている
場合または自己資本に計上され税法上の減価償却速度で損益に戻し入れら
れている場合に限り，連結財務諸表レベルにおいて再処理が行われなけれ
ばならない。２４）
 固定資産取得に係る付随費用の原価算入
個別財務諸表においては，税法の適用を受けるために，固定資産取得に
係る付随費用は支出した事業年度の費用として処理することができる
（PCG第３２１条の１０第１項および第３３２条の１）。これに対して，連結財
務諸表レベルにおいては，固定資産取得に係る付随費用は当該固定資産の
取得原価に算入されなければならない。２５）
 会計方法変更の影響額の自己資本への計上
個別財務諸表においては，税法の適用を受けるために，会計方法変更の
影響額は損益として処理することができる（PCG第３１４条の１）。これに
対して，連結財務諸表レベルにおいては，会計方法変更の影響額（税引後）
は自己資本に振り替えられなければならない。２６）
 その他の強制的再処理
個別財務諸表においては，株式交付費（frais d’augmentation de capital）は，
即時費用処理，資産計上（およびその後償却），株式払込剰余金（primes
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d’émission afférentes à l’augmentation de capital）からの控除のいずれかによって
処理される（商法・規則第１２３条の１８６および PCG第３６１条の１）。これらの
うち株式払込剰余金からの控除が個別財務諸表における優先的処理方法を成す
（PCG第３６１条の１）。連結財務諸表レベルにおいては，個別財務諸表におけ
る処理にかかわらず，株式交付費は株式払込剰余金から控除されなければなら
ない。２７）
２ 選択的再処理
選択的再処理とは，個別財務諸表において採用されている会計方法と異なる
会計方法を連結財務諸表において選択することによって行われる再処理をい
う。
CRC規則第９９－０２号（第３００項）では，「商法・法第２３３条の２２は，連結
に関して同一の方法を強制する。同条は，親企業の方法を強制していない。そ
れゆえ，連結財務諸表は，連結に関して企業集団によって定められた方法にし
たがって，かつ，個別財務諸表に関して商法によって付与された選択権，特に
連結財務諸表に関して商法・法第２３３条の２３および商法・規則第２３３条の１０
によって付与された選択権を含むフランス規則に準拠して作成される」と規定
されている。すなわち，連結財務諸表は，連結財務諸表に固有の特性から生じ
る必要な修正を考慮して，商法上の会計原則および評価基準にしたがって作成
されなければならない（商法・法第２３３条の２２）が，親企業は，連結財務諸
表附属説明書に理由を記載することを条件として，かつ，会計方法継続性の原
則（商法・法第１２３条の１７）を遵守して，連結財務諸表において選択的評価
基準を用いることができる（商法・法第２３３条の２３および同規則第２３３条の
１０）。このように，連結財務諸表における選択的方法は，商法によって定めら
れている選択権から生じる方法である。
また，CRC規則第９９－０２号（第３００項）においては，個別財務諸表と連結
財務諸表の両方に適用可能な会計方法の選択権が商法によって付与されている
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場合でも，企業集団によって連結財務諸表において採用される会計方法は親企
業によって個別財務諸表において適用されている会計方法と異なりうることが
明確に示されている。したがって，親企業は，個別財務諸表において行われた
会計方法の選択にかかわらず，連結財務諸表において適用可能な会計方法を選
択することができる。
しかし，商法・法第１２３条の１８－第１２３条の２１に準拠しない評価方法は，
当該方法が商法・規則第２３３条の１０によって認められている場合にのみ，用
いることができる（商法・法第２３３条の２３第３号）。さらに，企業集団は，一
定の状況においてまたは同一の事実から，例えばある場合には発生の可能性が
高く，他の場合には発生の可能性が低いとみなすように，連結財務諸表と個別
財務諸表（または下位企業集団の財務諸表）とで異なってリスクおよび費用を
評価することはできない（CRC規則第９９－０２号第３００項）。
選択的方法は，優先的処理方法とその他の選択的方法に区別することができ
る。
 優先的処理方法
CRC規則第９９－０２号（第３００項）は，商法，特に商法・規則第２３３条の１０
によって認められている様々な選択権の中で，連結財務諸表において優先的と
みなされる処理方法を定めているにすぎない。
CRC規則第９９－０２号（第３００項）では，連結財務諸表における優先的処理
方法として，次の５つの方法が挙げられている。２８）
 退職給付（prestations de retraite）およびこれに類する給付契約全部に係
る退職給付引当金の設定（商法・法第１２３条の１３および PCG第３３５条の
１）
 ファイナンス・リース取引を割賦売買取引とみなしての処理（商法・規
則第２３３条の１０第５号および第６号）
 社債発行費（frais d’émission d’emprunt）および社債発行差額（primes de
remboursement et d’émission d’emprunt）の社債償還期間にわたる規則的償
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却（商法・規則第１２３条の１８５並びに PCG第３６１条の２および第３６１条
の３）
 外貨表示されている資産および負債の換算差額の損益への計上（商法・
規則第２３３条の１０第７号）
 工事契約に係る工事進行基準（méthode à l’avancement）の適用（PCG
第３８０条の１）
連結財務諸表における優先的処理方法を適用することを選択した場合には，
当該選択は撤回することはできない（CRC規則第９９－０２号第３００項）。
これら優先的処理方法を採用することが強く推奨されている２９）が，当該優
先的処理方法が連結財務諸表において用いられない場合には，その連結貸借対
照表および連結損益計算書に及ぼす影響は，経営管理データから信頼しうる情
報を入手することができないときの工事進行基準に係る場合を除いて，連結財
務諸表附属説明書に記載されなければならない（CRC規則第９９－０２号第３００
項）。
さらに，上記５つの方法のほかに，個別財務諸表および連結財務諸表におけ
る優先的処理方法として次の２つの方法が挙げられうる。３０）
 一定の開発費（coûts de développement）の資産計上（およびその後償却）
（商法・規則第１２３条の１８６および第１２３条の１８７並びに PCG第３１１条の
３第２項）
 創立費（frais de constitution），開業費（frais de premier établissement）お
よび組織変更費（frais de transformation）の即時費用処理（商法・規則第
１２３条の１８６および PCG第３６１条の１）
 その他の選択的方法
商法によって定められている個別財務諸表に適用可能な選択的方法は，連結
財務諸表においても用いることができる。さらに，商法・規則第２３３条の１０
において，連結財務諸表に特有の選択的方法が限定列挙されている。優先的処
理方法以外の選択的方法は，次のように区別することができる。３１）
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 個別財務諸表と連結財務諸表に共通する選択的方法
 取得原価で評価されている有形固定資産および財務固定資産の再評価
（商法・法第１２３条の１８，CRC規則第９９－０２号第３０２項および PCG第
３５０条の１）
 自家建設された固定資産の取得原価への製造期間に係る借入金利息の
算入（商法・規則第１２３条の１７８第２号および PCG第３２１条の５第１
項）。
 連結財務諸表に特有の選択的方法
 物価変動会計（méthode du coût historique indexé）の適用（商法・法
第２３３条の２３第１号および同規則第２３３条の１０第１号）
 有形固定償却資産および棚卸資産への再調達原価法（méthode de la
valeur de remplacement）の適用（商法・法第２３３条の２３第１号および
同規則第２３３条の１０第２号）
 代替性を有する流動資産項目への LIFO法の適用（商法・法第２３３条
の２３第２号および同規則第２３３条の１０第３号）
 自社生産された棚卸資産の取得原価への製造期間に係る借入金利息の
算入（商法・規則第２３３条の１０第４号）
 一定の金融商品から生じた「その他自己資本」（autres fonds propres）
の連結自己資本への計上（商法・規則第２３３条の１０第８号）
	 一定の投資組織に特有の会計規則による処理の保持（商法・規則第
２３３条の１０第９号）
 結びにかえて
IFRSに準拠して連結財務諸表を作成することを選択しないフランスの非上
場企業がフランス会計基準に準拠して連結財務諸表を作成するときに遵守しな
ければならない連結一般原則および連結一般基準に関して，フランス会計基準
の現状とその特徴を要約することで結びにかえたい。
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 連結財務諸表は，連結の範囲に含まれる企業から構成される企業集団の
財産，財務および損益の状況につき真実かつ公正な概観を提示しなければ
ならない。しかし，会計規定の適用が真実かつ公正な概観を提示するため
に十分でないときには，連結財務諸表附属説明書（連結注記事項または連
結注記表）に追加情報を記載しなければならない。例外的な場合に会計規
定の適用が真実かつ公正な概観を提示するために不適切であることが明ら
かになるときには，当該会計規定から離脱しなければならない。当該離脱
については，連結財務諸表附属説明書にその旨およびその理由並びに連結
の範囲に含まれる企業から構成される企業集団の財産，財務および損益の
状況に及ぼす影響を記載しなければならない。
 連結財務諸表は，一般会計原則を遵守し，連結財務諸表に固有の真実か
つ公正な概観を考慮して作成されなければならない。真実かつ公正な概観
の原則には，特に形式よりも実質の優先の原則および費用収益対応の原則
が組み込まれている。
 連結財務諸表において，会計方法同一性の原則は，連結される企業が設
立されている国にかかわらず，ある状況が複数の連結される企業において
同様に生じる場合には適用されなければならない。連結財務諸表において
は，会計方法同一性の原則の適用は，被連結企業の個別財務諸表における
優先的処理方法が連結財務諸表において採用されないときには，当該優先
的処理方法の適用よりも優先される。
 個別財務諸表における活動部門に特有の会計規則による処理は，当該処
理が特別法規則（銀行・金融規制委員会規則および保険業法）によって規
定され，かつ，連結一般会計原則に準拠している限り，連結財務諸表レベ
ルにおいて保持されなければならない。しかし，製造企業集団および商事
企業集団の再保険を行う子企業の個別財務諸表において計上されている保
険業法上の引当金は，当該子企業の活動（再保険）が企業集団内取引であ
るために，連結財務諸表レベルにおいて再処理されなければならない。
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 連結財務諸表は，連結企業集団の財産，財務および損益の状況に関して
重要性を有するすべての情報を提供しなければならない。評価，再処理お
よび内部損益の消去は，相対的重要性を考慮して行われなければならな
い。
 連結決算日は，原則として，親企業の決算日である。しかし，被連結企
業の大部分が親企業の決算日以外の日に事業年度を締め切るときには，連
結財務諸表附属説明書に理由を記載することを条件として，被連結企業の
大部分の決算日と親企業の決算日のいずれかの日を連結決算日として選択
することができる。
 個別決算日は，一般に，連結決算日と同一日である。しかし，個別決算
日と連結決算日が異なる場合，会計方法継続性の原則によって会計期間の
長さおよび決算日間の相違が毎期同一であることが要求されている。
 親企業または被連結企業の個別決算日が連結決算日の前３カ月以内であ
るときには，連結財務諸表は連結決算日の日付で作成された仮財務諸表
または当該企業の個別決算日と連結決算日との間に生じた重要な取引を
考慮した再処理後の個別財務諸表に基づいて作成されなければならない。
 親企業または被連結企業の個別決算日が連結決算日の前３カ月を超える
とき，ないし，連結決算日後であるときには，連結財務諸表は連結決算日
の日付で作成された仮財務諸表に基づいて作成されなければならない。
	 企業集団内で用いられる評価および表示方法は，同一でなければならな
い。会計方法同一性の原則を適用して，例えば，個別財務諸表に計上され
ているのれんは，連結財務諸表レベルにおいては，いわゆる連結のれんに
ついて採用される方法と同一の方法によって償却され，場合によっては減
損処理されなければならない。

 連結財務諸表レベルにおいては，個別財務諸表において専ら税法の適用
のためのみに行われた記入の個別財務諸表に及ぼす影響の消去，特に乖
離した減価償却額の消去，税法上の引当金の消去，投資助成金の損益
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への戻し入れの修正，固定資産取得に係る付随費用の原価算入および
会計方法変更の影響額の自己資本への計上が行われなければならない。
 株式交付費は，個別財務諸表における処理にかかわらず，連結財務諸表
レベルにおいては株式払込剰余金から控除されなければならない。
 個別財務諸表と連結財務諸表の両方に適用可能な会計方法の選択権が付
与されている場合でも，親企業によって行われる会計方法の選択は個別財
務諸表と連結財務諸表とでは異なりうる。
 CRC規則第９９－０２号（第３００項）では，退職給付およびこれに類す
る給付契約全部に係る退職給付引当金の設定，ファイナンス・リース取
引を割賦売買取引とみなしての処理，	社債発行費および社債発行差額の
社債償還期間にわたる規則的償却，外貨表示されている資産および負債
の換算差額の損益への計上および工事契約に係る工事進行基準の適用の
５つの方法が連結財務諸表における優先的処理方法を成す。これら優先的
処理方法を採用することが強く推奨されているが，当該優先的処理方法が
連結財務諸表において用いられない場合には，その連結貸借対照表および
連結損益計算書に及ぼす影響が連結財務諸表附属説明書に記載されなけれ
ばならない（信頼しうる情報を入手することができないときの工事進行基
準に係る場合を除く）。

 商法によって定められている個別財務諸表に適用可能な選択的方法は，
連結財務諸表においても用いることができる。さらに，商法・規則第２３３
条の１０において，連結財務諸表に特有の選択的方法が限定列挙されてい
る。
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